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Ａ．研究目的 

本報告書においては、地域住民の防災の備えの

実態を把握すること、特に高齢者層での特性を明

らかにすることを目的に分析を行った。また、実

際に防災の備えという行動を起こすためには、本

人の個人特性とともに、ソーシャル・キャピタル
1)(以下、SC)や実際の日常的な人とのつながり度、

人への信頼度などが影響しているのではないかと

考え、SCとの関連について焦点をあてて検討する

こととした。 

 

Ｂ．研究方法 

B-1）調査方法および調査対象 

 平成26年11月に、1自治体に在住する全6565

世帯を対象に、広報配付時に調査票および返信

用封筒を折り込み、職員以外の 20歳以上の成人

に回答を求めた。回収は、京都大学大学院宛て

への郵送返信とした。 

B-2）本報告で分析に用いた調査項目 

①防災の備え：家族内での避難経路の話し合い、

飲食料水の備蓄、住宅の耐震対策、居住地域の避

難場所の知識、居住地域のハザードマップの存在

の知識の 5項目について、各項目「あり」の回答

を 1点とし、5項目の合算した値を防災の備え得

点(0-5 点)とした。 

②SC：地域における SCに関しての、「近所の人は

お互いに助け合う気持ちがあるか(以下、互助と信

頼)」、 「近所の人は子どもだけで危険なことをし

て遊んでいるのを見かけると注意するか(以下、社

会的責任感)」、「住んでいる地域に愛着があるか

(以下、帰属意識)」、「近所の人とよく話をするか

(以下、インフォーマルなつながり)」、「近所の人
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料飲料水の準備、住宅の耐震対策)、SC(互助と信頼、社会の責任感、帰属意識、インフォーマル

なつながり、地域の優しさ)、実際の周囲の人々とのつきあいの度合い(近所、友人・知人、親戚、

職場外での職場の同僚)とした。 

本分析に用いた有効回答 1001 名(17.6％)を用いて、多変量ロジステック回帰分析(性別・年齢

を調整)を行った。分析の結果、周囲の人々とのつきあいを深め、SC を高めることが、個人の災

害への備えを促進することが示唆された。特に高齢者に対しては、独居や障がい者・障がい児が

いる世帯への支援強化が重要だと考えられた。 
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は高齢者に優しさがあるか(以下、地域の優しさ)」

の 5項目から構成した(本橋ら 2) が信頼性の検討

済み)。各項目は、4件法で問い、それぞれ 0-3 点

を配点し、5 項目の合算した値を SC得点(0-15 点)

とした。 

③人への信頼度：内閣府の調査項目 3)を参照し、

一般的に人への信頼度、旅行先や見知らぬ土地で

出会う人への信頼度の 2項目とした。各項目は 0-9

点の 10 件法とし、2項目の合算した値を人への信

頼得点(0-18 点)とした。 

④実際の周囲の人々とのつきあい度(以下、実際の

人とのつきあい度)：内閣府の調査項目 3)を参照し、

近所の人、友人・知人、親戚、職場の同僚との交

流の頻度(毎日から週数回、週 1回から月数回、月

1回から年数回、年 1回から数年 1回の 4件法)お

よび交流方法(直接会う、それ以外(電話、電子メ

ール、手紙))を問うた。交流頻度(4～1点)と交流

方法(直接会う 2点、それ以外 1点)を掛け合わせ

た値を実際の人とのつきあい得点(1-32点)とした。 

⑤基本情報：性別、年齢、独居の有無、家族内の

障害者・児の存在の有無 

B-3）分析方法 

本報告における各分析項目について、65 歳未

満群および 65 歳以上群における差異を検討す

るため、割合の差にはカイ二乗検定を、平均値

の差の検定には U 検定を行った。また、連続変

数を有する調査項目の合算値の中央値を参考に

カットオフとし、2値化した。その後、防災の

備え(高値群)を従属変数とし、性別、年齢を調

整し、単変量ロジステック回帰分析を行った。

単変量解析で有意差の認められた、次の項目を

共変量とした多変量ロジステック回帰分析(年

齢、性別を調整)を行った；SC 得点、実際の人

とのつきあい得点、家族内に障がい者・児がい

る、独居。 

B-4）倫理的配慮 

 本調査は、無記名自記式調査であるため、調

査の段階で個人情報が取り扱われることはなく、

個人的な侵襲や有害事象を招く恐れはない。調

査票の管理は施錠できる棚に保管した。なお、

本調査は京都大学大学院医学研究科・医学部お

よび医学部付属病院医の倫理委員会の承認を得

て実施した(第 E1730 号)。 

 

Ｃ．結果 

C-1）回収データ 

 回収できた調査票 1007 名(15.3％)のうち、

1001 名(99.3％)を有効分析データとした。 

C-2）基本属性の分布 

 主な基本属性を表 1に示す。男性 563 名

(55.9％)、女性 421 名(41.8％)であり、年齢は

65.9±11.8 歳であった。回答者が独居であった

者は 130 名(12.9％)であり、家族内に障がい

者・児が存在する者は 73 名(7.2％)であった。 

 

 

                                 表 1.基本属性                               n(%)  

 全体 65 歳未満群 65 歳以上群 P 値 

性別(n=984)  男性 

女性 

 

563(57.2) 

421(42.8) 

 

202(49.6) 

 205(50.4) 

361(65.6) 

216(37.4) 

<0.001 

年齢(平均値±標準偏差；歳、n=991)✝ 

 

65.9±11.8 54.9±8.1 73.7±6.7 0.270 

独居(n=991) 

 

130(13.1) 31(7.5) 99(17.1) <0.001 

家族内に障がい者・児あり[複数回答] 73(7.2) 34(8.4) 39(6.8) ― 

カイ二乗検定   

✝：U 検定 

 

C-3）防災の備えに関する項目に関する分布 

 防災の備え得点の平均値は 2.8±1.0、65 歳未

満群では 2.7±1.1、65 歳以上群では 2.8±1.0

であった(p=0.270)。その内訳をみると、年代区
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分別の割合の検定において有意差の認められた

項目は、ハザードマップの知識ありの割合(65

歳未満群；73.8％、65歳以上群；67.0％、 

p=0.021)、発災時の行動についての家族との話

し合いをしている割合(65 歳未満群；51.4％、

65 歳以上群；65.6％、p<0.001)であった。 

C-4）ソーシャル・キャピタルなどの項目に関す

る分布 

SC 得点の平均値は 11.4±2.3、65 歳未満群で

は 11.1±2.4、65 歳以上群では 11.6±2.2 であ

った(p=0.001；U 検定)。その内訳をみると、年

代区分別の割合の検定において有意差の認めら

れた項目は、帰属意識(65 歳未満群；2.3±0.7、

65 歳以上群；2.6±0.6、p<0.001)、インフォー

マルなつながり(65 歳未満群；2.3±0.7、65 歳

以上群；2.5±0.6、p<0.001)であった。 

人への信頼得点の平均値は、9.8±4.2、65 歳

未満群では 9.7±4.1、65 歳以上群では 10.0±

4.3 であった(p=0.130)。 

実際の人とのつきあい得点の平均値は13.1±

4.5、65 歳未満群では 12.8±4.2、65 歳以上群

では 13.6±5.1 であった(p=0.014)。 

 

表 2.年代区分別の防災の備えおよび SC 

 全体 

n(%) 

65 歳未満群

n(%) 

65 歳以上群

n(%) 

P 値 

防災の備え得点(n=927)✝ 2.7±1.0 2.7±1.1 2.8±1.0 0.270 

避難場所の知識あり(n=983) 960(97.7) 398(97.3) 562(97.9) 0.540 

ハザードマップの認知あり(n=969) 677(69.9) 302(73.8) 375(67.0) 0.021 

家族との話し合いあり(n=963) 574(59.6) 209(51.4) 365(65.6) <0.001 

飲食料水の備蓄あり(n=977) 214(21.9) 83(20.3) 131(23.0) 0.318 

住宅の耐震対策あり(n=962) 260(27.0) 110(27.5) 150(26.7) 0.780 

     

SC 得点(n=961) ✝ 11.4±2.3 11.1±2.4 11.6±2.2 0.001 

 互助と信頼(n=987) ✝ 2.3±0.6 2.3±0.6 2.4±0.6 0.184 

 社会の責任(n=985) ✝ 1.9±0.8 2.0±0.7 2.0±0.8 0.742 

帰属意識(n=1000) ✝ 2.5±0.6 2.4±0.7 2.6±0.6 <0.001 

 インフォーマルなつながり(n=1000) ✝ 2.4±0.6 2.3±0.7 2.5±0.6 <0.001 

 地域の優しさ(n=997) ✝ 2.2±0.6 2.2±0.6 2.2±0.6 0.288 

     

人への信頼得点(n=943) ✝ 

 

9.9±4.3 9.9±4.2 10.0±4.3 0.386 

実際の人とのつきあい得点(n=672) ✝ 13.2±4.9 12.8±4.6 13.6±5.1 0.028 

カイ二乗検定   

✝：U 検定 

 

C-5）防災の備えとソーシャル・キャピタルとの

関連に関する分析 

防災の備え(高値群)を従属変数とした多変量

ロジステック回帰分析(性別、年齢を調整)を行

ったところ、各オッズ比(95％信頼区間)は、SC・

高値群(OR=2.01, 95%CI:1.42-2.85)、実際の人

とのつきあい得点・高値群

(OR=1.63,95%CI:1.16-2.29)、家族内に障がい

者・児がいる(OR=0.40,95%CI:0.21-0.76)、独居

(OR=0.43,95%CI:0.24-0.76)であった。65 歳未

満群における災害への備えに影響した要因は、

人とのつきあいの度合い

(OR=1.97,95%CI:1.23-3.17)、独居

(OR=0.37,95%CI:0.15-0.96)であった。一方、65

歳以上群における災害への備えに影響した要因

は、SC(OR=3.13, 95%CI:1.82-5.38)、家族内に

障害者・児がいる(OR=0.24,95%CI:0.09-0.64)

であった。 
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表 3.防災の備え高値群を従属変数とした多変量ロジステック回帰分析 

 全体 

OR(95%CI) 

65 歳未満群 

OR(95%CI) 

65 歳以上群 

OR(95%CI) 

SC 得点・高値群(ref.低値群) 2.01(1.42-2.85) 1.44(0.90-2.31) 3.13(1.82-5.38) 

実際の人とのつきあい得点・ 

高値群(ref.低値群) 

1.63(1.16-2.29) 1.97(1.23-3.17) 1.32(0.79-2.22) 

家族内に障がい者・児がいる(ref.いない) 0.40(0.21-0.76) 0.56(0.15-1.29) 0.24(0.09-0.64) 

独居(ref.非独居) 0.43(0.24-0.76) 0.37(0.15-0.96) 0.50(0.24-1.03) 

多変量ロジステック回帰分析  

調整因子：性別、年齢 

 

Ｄ．考察 

D-1）防災の備え 

防災の備えについて、食料飲料水の備蓄を行

っている割合は約 2割、住宅の耐震対策を行っ

ている割合は 3 割弱と非常に低い割合であった。

本調査の回収率は 2割弱であり、特に青年層な

ど若い世代の回答率は低く、地域住民全体の結

果とは言い難い。しかしながら、地域住民の中

でも防災に関心がある回答者であると捉えるな

らば、地域住民全体としてはこの結果以上に実

質的な防災行動に至っていないことが想定され

ることが危惧される。ほとんどの項目において、

年齢区分による差異については認められなかっ

たが、ハザードマップの認知は 65歳以上群で有

意に低い割合であった。ハザードマップは、地

域住民の自発的な防災意識の啓発や防災行動を

促すツールとして重要視される中、広く認知さ

れるようなアプローチだけでなく、そこに表示

されている災害リスク情報が適切に理解される

ことが重要である。洪水ハザードマップに関す

る結果であるが、『緻密なマップ』は、発災時の

行動指南となるが災害イメージの固定化を招き

かねない一方で、『粗なマップ』は、地域住民と

防災を担う自治体や行政とがリスク・コミュニ

ケーションを行うきっかけになると片田ら 4)は

述べている。高齢者を含む災害弱者と呼ばれる

住民を巻き込んだアプローチによって、ハザー

ドマップの認知を啓発するだけに留まらず、防

災行動が高まることが臨まれる。 

D-2）SC 

帰属意識、インフォーマルなつながりに関し

ては、65歳以上群に比べて 65 歳以未満で有意

に低い割合であった。また、実際の人のつきあ

い得点についても同様の結果であった。一般的

なライフサイクルの発達課題を考えると、高齢

者に比べて壮年期層は仕事など社会的役割を一

線で担うことが多く、職場という社会との結び

つきは大きいが、居住地である地域とのつなが

りは希薄な場合が多いと想定され、本調査の結

果も同様の結果を示したと言えよう。 

D-3）防災の備えと SCとの関連 

 SC が高いこと、実際の人とのつきあい度が高

いことは、防災の備えを高める要因であった。

一方、家族内に障がい者・児がいること、独居

であることは、防災の備えを抑制する要因であ

った。 

 防災白書 5)にはすでに、地域住民一人ひとり

や地域コミュニティ全体が、「災害はひとごと」

と思わず、いつ発生するかわからない災害に備

えておくことが、大規模広域災害での被害を少

なくすることにつながると明記されている。つ

まり、「いつだれにとっても等しく起こりうるか

もしれない災害」という認識が浸透することで、

「自分たちの町・地域を自分たちで守れること」

に目を向けることにつながり、防災に関する予

期的行動が高まるような『地域づくり』を、平

時から培っていくことが重要であると考える。 

また、大震災など広範囲で深刻なダメージを

受けるような発災直後は、公助を求めることは

難しく、自助や共助で乗り切らなければならな

い事態が想定される。その際、地域住民が自発

的に避難行動を行ったり、地域コミュニティで

助け合って、救助活動、避難誘導、避難所運営

等を行うことが重要になってくる。また、災害
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からの復興に当たっても、地域住民一人ひとり

や地域コミュニティ全体が主体的にかかわるこ

とが「よりよい復興」にとって不可欠である 6)。 

 

 

E．結論 

 SC が高いこと、実際の周囲の人々とのつきあ

い度が高いことは、防災の備えを高める要因で

あった。一方、特に 65歳以上群においては、家

族内に障がい者・児がいることは、防災の備え

を抑制する要因であった。 
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